
   
平成 26 年 2 月 28 日 

四国地方整備局 

 

 

 

「第７回 四国の港湾における地震・津波対策検討会議を開催」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この施策は、四国圏広域地方計画の広域プロジェクト「№5 圏域の連携による発展に向けた地域力向上プロジ

ェクト」に該当します。 

 

 

 

 

 

 

（参 考） 前回までの会議内容については、以下の URL より閲覧が可能です。 

URL；http://www.pa.skr.mlit.go.jp/general/policy/jisintunami.html 

    （四国地方整備局港湾空港部のホームページからリンクしております。） 

 

※この施策は、四国圏広域地方計画の広域プロジェクト「№6 防災力向上プロジェクト」に該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同時資料提供先 ・高松サンポート合同庁舎記者クラブ 

・徳島県政記者クラブ 

・愛媛番町記者クラブ 

・高知県政記者クラブ 

 

問い合わせ先 

  国土交通省四国地方整備局港湾空港部 

   沿岸域管理官；種村
たねむら

、港湾物流企画室長；西岡
にしおか

 

  Tel；087-811-8360 

 平成 23 年 3月 11 日に発生した東日本大震災は、港湾及び市街地に大きな被害をもたらし、

全国的に港湾における地震・津波防災対策のあり方について再検討することが喫緊の課題とな

っています。 

 四国においては、逼迫する東海・東南海・南海地震に対し、平成 23 年度に産学官の港湾関

係者で構成する「四国の港湾における地震・津波対策検討会議」を設置し、平成 25 年 3 月に

「四国の港湾における地震・津波対策に関する基本方針」「四国の港湾における地震・津波対

策アクションプログラム（第１版）」を公表しています。 

 今回、第７回 四国の港湾における地震・津波対策検討会議を開催し、「四国の広域的な緊急

時海上輸送の継続計画」の検討や「四国の港湾における地震・津波対策アクションプログラム」

の進捗状況の報告を行います。 

 

【第７回 四国の港湾における地震・津波対策検討会議】 

 日 時 平成２６年３月１０日（月） １４：００～１６：００ 

   場 所 かがわ国際会議場（高松シンボルタワー タワー棟６階） 

 

 ○公開について 

・会議は公開です。（一般者の傍聴は不可） 

・報道関係者は、当日 13:50 までに会場にお越し下さい。 

  ・会場の都合上、お席を用意出来ない場合もありますので予めご了承下さい。 



別 紙 

四国の港湾における地震・津波対策検討会議 委員 

 

機  関 役 職 氏 名 

香川大学工学部 教授 白木 渡 

徳島大学ソシオテクノサイエンス研究部 教授 中野 晋 

大阪大学大学院工学研究科 教授 土井 健司 

京都大学防災研究所社会防災研究部門 教授 小野 憲司 

四国経済連合会 専務理事 三木 義久 

四国商工会議所連合会 幹事 高橋 淳一 

四国倉庫連合会 会長 津島 直也 

四国旅客船協会 会長 一色 昭造 

四国港湾協議会 会長 綾 宏 

東海運株式会社 代表取締役社長 粟飯原 一平 

オーシャントランス株式会社 代表取締役社長 髙松 勝三郎 

王子製紙株式会社富岡工場事務部 調査役 武田 光普 

五台山石油会 会長 松本 寛 

四国開発フェリー株式会社 代表取締役副社長 瀬野 恵三 

四国ガス株式会社 常務執行役員 

生産本部長兼供給部長 

二宮 博文 

四国電力株式会社経営企画部 設備グループリーダー 渡辺 浩 

住友大阪セメント株式会社高知工場 執行役員高知工場長 井上 慎一 

住友化学株式会社愛媛工場 工場長 松尾 忠毅 

高松商運株式会社業務部 経営企画センター長 宮武 秀治 

関係自治体 徳島県県土整備部運輸局 局長 岸 弘之 

香川県土木部 次長 小野 裕幸 

愛媛県土木部河川港湾局 局長 三好 憲正 

高知県土木部港湾・海岸課 課長 中城 盛男 

国土交通省 第五管区海上保安本部交通部 部長 森部 賢治 

第六管区海上保安本部交通部 部長 一條 正浩 

四国運輸局交通環境部 部長 嶋倉 康夫 

近畿地方整備局港湾空港部 部長 成瀬 英治 

中国地方整備局港湾空港部 部長 魚住 聡 

九州地方整備局港湾空港部 部長 村岡 猛 

四国地方整備局 次長 丸山 隆英 

四国地方整備局港湾空港部 部長 東島 義郎 

※会議の出席者については、現在確認中 


